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公募型指名競争入札実施要領  

 

 この要綱は、米子市水道局が発注する建設工事（建設業法（昭和２４

年法律第１００号）第２条第１項に規定する建設工事をいう。以下同

じ。）について、公募型指名競争入札（以下「公募型入札」という。）

の実施に係る手続に関し必要な事項を定めるものとする。  

 

１  対象工事  

  公募型入札の対象工事は、予定価格が１億５，０００万円以上の建

設工事（緊急を要するものその他公募型入札により難いものを除く。）

とする。ただし、次に掲げる建設工事については、予定価格が１億５，

０００万円を下回る場合であっても、対象工事とすることができる。  

 ⑴  他工事との調整が複雑な建設工事  

 ⑵  高度な技術力を要する建設工事  

 ⑶  工事量が大規模な建設工事  

 ⑷  前３号に掲げるもののほか、米子市水道局建設工事等業者指名審

査委員会（以下「指名審査委員会」という。）が公募型入札による

ことが必要と認めた建設工事  

２  技術資料の収集  

  米子市水道局建設工事等指名業者選定事務処理要領に基づき建設

工事入札参加資格の認定を受けている者のうち、技術資料の提出を求

める対象者の範囲を決定した上で、４の技術資料の提出を求めるもの

とする。  

３  技術資料の収集に係る公告  

  公募により４の技術資料を収集しようとする場合においては、次の

表に掲げる事項を含む公告を行うものとする。  

公告事項 留意事項 

１ 工事の概要 

 ⑴ 工事名 

 ⑵ 工事場所 

 ⑶ 工事内容 

 ⑷ 工事規模、構造等 

 ⑸ 工期 

 ⑹ 予定価格 

 ⑺ 調査基準価格 

 

① 工事内容については、工種、構造、規模等を記

述すること。 

② 工事の施工に必要とされる技術的な能力又は

要件を示す具体的な情報の記述に配慮すること。 
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２ 応募資格に関する事項 

 ⑴ 等級・点数の条件 

 

 

 ⑵ 営業所の所在地 

 

 ⑶ 同種工事の施工実績 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ⑷ 資格・経験を有する技術者の配置 

 

① 工事の規模、技術的特性等を勘案して、建設業

者の施工能力及び工事の質を確保する観点から

必要なものに限ること。 

① 必要に応じて本店、支店等の所在地要件を設定

すること。 

① 必要な程度を超えて厳しい条件を設定して競

争参加者を限定することのないよう、技術的観点

から真に必要なものに限ること。 

② 同種工事として認める工事の範囲の設定に当

たり施工上の技術的特性を勘案した上で支障が

ないと認める場合には、類似の工法によるものを

含めること、発注工事の規模よりも小規模なもの

を認めることとする等により、弾力的な運用を図

ること。 

① 技術者の施工実績を条件とする場合は、技術的

難易度の高い工事、困難な作業条件の下で施工す

る工事等の場合を除き、主任技術者、監理技術者

等として実績を積んだ時の役職による限定を設

けないこと。 

３ 技術資料の作成及び提出 

 ⑴ 技術資料作成要領の交付方法 

 

 ⑵ 技術資料の提出方法 

 

 ⑶ 技術資料の審査に関する事項 

 

① 技術資料作成要領を希望者に交付すること。 

② 交付期間及び交付期間を明示すること。 

① 技術資料の提出期間、提出場所及び提出方法

（原則として持参による。）を明記すること。 

① 提出された技術資料を基に審査し、指名する旨

を明記すること。 

４ その他必要と認める事項 ① 関連情報を入手するための照会窓口、その他実

施上の留意事項を明記すること。 

４  技術資料の内容  

  技術資料に記載する内容は、次に掲げるもののうちから、当該工事

の特性に応じて定めるものとする。  

記載事項 留意事項 

１ 経営規模総括表 ① 経営規模等評価結果通知書・総合評定通知書に基

づき記載し、同通知書を添付するよう記述すること

（共同企業体の場合は、入札参加資格確認書類で提

出のため不要。）。 
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２ 同種工事の施工実績 ① 同種工事の判断基準（工種、緒元等）を明示した

上で、おおむね過去１０年間に完成した工事の中か

ら代表的なものを記載すべきことを記述すること。

この場合、記載件数の上限（３件まで等）を明示す

ること。 

② 類似工事の実績は、同種工事の実績が少ない場合

にのみ記載するよう記述し、類似工事の判断基準（工

種・諸元等）を明示すること。 

③ 施工実績は、工事名、発注機関名、施工場所、工

期、請負金額、工事概要及び技術的特性等を必要に

応じて記載するよう記述すること。 

④ 共同企業体の構成員としての実績は、出資比率が

２０パーセント以上の場合のものに限る旨を明記す

ること。 

⑤ 確認書類として契約書及び仕様書の写し（共同企

業体による施工の場合はその協定書を含む。）又は工

事実績サービスに基づく工事カルテの登録実績の出

力票等を添付するよう記述すること。 

３ 配置予定技術者 ① 技術資料の提出時に配置予定の技術者を特定する

ことができない場合は、複数の候補者を記入するこ

とができることを明示すること。 

② 配置予定の技術者の工事経験については、同種工

事等の判断基準及び記載件数の上限（２件まで等）

を明示すること。 

③ ５か月以上の継続雇用者に限る旨を明記するこ

と。 

④ 確認書類として資格証の写し及び健康保険被保険

者証の写し又は雇用保険被保険者資格取得認定通知

書の写し等を添付するよう記述すること。 

４ その他必要と認める事項  

５  技術資料作成要領  

  技術資料作成要領には、次に掲げる事項を記載し、希望者に交付す

るものとする。  

 ⑴  ４の技術資料の内容、記入要領及び提出方法に関する事項  

 ⑵  技術資料における評価項目及び評価の着目点に関する事項  

 ⑶  入札に参加しようとする者の指名に関する事項  

 ⑷  前３号に掲げるもののほか、入札の実施に関して留意する事項  

６  特定建設工事共同企業体に発注する場合の取扱い  

 ⑴  応募資格  

   特定建設工事共同企業体（以下「共同企業体」という。）の代表
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者以外の構成員に係る応募資格については、必要な施工能力を確保

することができ、工事の質の低下を招くおそれがないと認められる

範囲で、代表者に係る条件に比べて低いものとすることができる。 

 ⑵  同種工事の施工実績  

   共同企業体の代表者以外の構成員に係る施工実績に係る要件に

ついては、必要な施工能力を確保することができ、工事の質の低下

を招くおそれがないと認められる範囲で、代表者に係る施工実績に

比べて低いものとすることができる。  

 ⑶  入札参加資格確認書  

   共同企業体に係る公募の場合は、次により、入札参加資格確認書

を技術資料と同時に各１部提出させること。  

７  入札参加資格要件の決定等  

  公告内容及び技術資料（共同企業体が参加する入札にあっては、前

項第３号の規定により提出された入札参加資格確認書を含む。以下同

じ。）の内容については、当該工事の主管課が作成し、総務課会計係と

協議の上、指名審査委員会に諮り決定するものとする。  

８  技術資料の審査及び指名業者の選定  

 ⑴  当該工事の主管課は、技術審査基準を別表１を参考に、提出され

た技術資料を評価の上、適宜審査表を作成し、指名審査委員会に諮

るものとする。  

 ⑵  指名審査委員会は、審査表及び提出資料について総合的に審査し、

指名業者を決定するものとする。  

 ⑶  入札参加資格の確認については、入札参加資格審査申請書及び技

術資料により行うものとする。  

 ⑷  公募により広く入札参加希望者を募る入札方式であることから、

不必要に厳格な絞込みは行わないものとする。  

提出書類 留意事項 

１ 共同企業体入札参加資格確認書 

２ 共同企業体経営規模総括表 

 

 

３ 共同企業体協定書の副本 

４ 誓約書 

 

・ 経営規模等評価結果通知書・総合評定通知書に基

づき記載し、同通知書を添付するよう記述すること 

・ 印影の鮮明なものとすること。 
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 ⑸  技術資料を提出する者が１社のみの場合は、当該入札は中止する

ものとする。  

９  不指名  

  次に掲げる者は、指名業者に選定しない。  

 ⑴  応募資格を満たしていない者  

 ⑵  米子市水道局が発注した工事の施工が遅れている者  

 ⑶  経営内容が著しく不健全であると認められる者  

 ⑷  賃金の支払等労働福祉の状況が著しく不健全と認められる者  

 ⑸  指名審査委員会が公共工事の受注者としてふさわしくない状況に

あると認めた者  

10 非指名通知等  

 ⑴  技術資料を提出した者のうち当該工事について指名をしなかった

ものに対して、指名をしなかった旨及びその理由（以下「非指名理

由」という。）を書面により通知するものとする。  

 ⑵  前号の通知を受けた者は、通知の日の翌日から起算して３日（米

子市の休日を定める条例（平成１７年米子市条例第４号）第１条に

規定する米子市の休日（以下「休日」という。）を除く。）以内に、

水道事業管理者（以下「管理者」という。）に対して書面により非指

名理由についての説明を求めることができるものとする。  

 ⑶  管理者は、非指名理由についての説明を求められたときは、当該

説明を求めることができる期限の翌日から起算して３日（休日を除

く。）以内に書面により回答するものとする。この場合においては、

技術資料作成要領に定める評価の着目点に基づいて説明することと

し、他社と比較して劣っている事項を明記するものとする。  

11 現場説明会  

  公募型入札に係る現場説明会は、原則として行わず、質問書及び回

答書により行うものとする。  

12 入札書の提出方法  

  持参のみによる入札とし、その旨を明記するものとする。  

13 工事費内訳書の提出  

  第１回の入札に際しては、入札参加者に当該入札金額に対応した工

事費内訳書の提出を求めるものとし、技術資料作成要領及び指名通知

書にその旨記載するものとする。  

14 実施上の注意事項  

 ⑴  事務処理の日数は、別表２に示す日数を標準とする。  
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 ⑵  技術資料が提出されたことをもって、提出者に入札参加意欲があ

るものとみなす。  

 ⑶  技術資料の作成及び提出に要する費用は、提出者の負担とする。  

 ⑷  技術資料その他の提出資料は、返却しないものとする。  

 ⑸  技術資料は、提出者に無断で使用しないものとする。  

 ⑹  第２号から前号までに掲げる事項については、技術資料作成要領

において明示する。  

 ⑺  誤記等の訂正のための資料の差替えは、指名審査委員会の判断に

よる。  

 ⑻  技術資料を提出した業者名は、公表しない。  

15 提出書類等の様式  

 ⑴  公募型指名競争入札技術資料   様式第１号  

 ⑵  経営規模総括表   様式第２号（その１）  

 ⑶  共同企業体経営規模総括表   様式第２号（その２）  

 ⑷  同種工事の施工実績調書   様式第３号  

 ⑸  配置予定技術者の資格及び工事経験   様式第４号  

 ⑹  共同企業体入札参加資格確認書   様式第５号  

 ⑺  誓約書   様式第６号  

 ⑻  非指名通知書   様式第７号  

16 その他  

 ⑴  本要領は、建設工事に係る業務委託の取扱いについて、対象とな

る予定価格を５，０００万円以上と読み替えて準用する。  

 ⑵  その他公募型入札の実施に関し必要な事項は、別に定める。  

17 施行期日  

  この要領は、平成２４年７月２日から施行する。  
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別表１ 

技術審査基準 

 （評価の留意点）  

  １  評価区分の１が一つ以上あれば非指名とする。  

  ２  評価区分の総点数により順位付けの評価を行い、同点の場合は、

評価区分の５の評価数で順位を決定する。  

  ３  その他の評価項目については、施工内容等を勘案し、評価を行う。 

 

評価項目 
評価の 

着目点 

評価区分 

５ ４ ３ ２ １ 

①同種工事の施工

実績 

施工実績の規模

及び内容 

施 工 実 績

が 一 定 規

模 以 上 か

つ 豊 富 で

ある 

施 工 実 績

が 一 定 規

模 以 上 又

は 豊 富 で

ある 

施工実績

が普通で

ある 

施工実績

が少ない 

施工実績

なし 

施工実績の事業

主体 

国、県等の

施 工 実 績

がある 

市 町 村 の

施 工 実 績

がある 

民間工事

の施工実

績がある 

― 

施工実績

なし 

施工条件（地形、

地質、安全、仮

設等） 

条 件 が 類

似 し て い

る 

条 件 が 一

応 類 似 し

ている 

条件が類

似してい

ない 

― ― 

技術的特記事項 取 り 組 み

が 積 極 的

で 創 意 工

夫 が 見 ら

れる 

取 り 組 み

に 一 定 の

創 意 工 夫

が 見 ら れ

る 

取り組み

が普通で

ある 

取り組み

をしてい

るものの

消極的で

ある 

取り組み

が見られ

ない、記

述がない 

②配置予定技術者 施工実績の規模

及び内容 

技 術 者 の

経 験 が 一

定 規 模 以

上 か つ 豊

富である 

技 術 者 の

経 験 が 一

定 規 模 以

上 又 は 豊

富である 

技術者の

経験が普

通である 

技術者の

経験が少

ない 

技術者の

経験がな

い 

施工実績の事業

主体 

国、県等の

施 工 実 績

がある 

市 町 村 の

施 工 実 績

がある 

民間工事

の施工実

績がある 

― 

施工実績

なし 

③その他 

 ・技術者の保有状況 

 ・営業年数 

 ・経営事項審査総合評定値 

 ・優良建設工事施工者表彰等 

 

施工内容等勘案し、適宜評価を行う 
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別表２  

公募型指名競争入札標準事務処理フロー  

 

※技術資料の提出に係る掲示（告示）  

 

※技術資料作成要領の交付  

 

※技術資料の受付  

 

※技術資料の提出期限  

 

※建設業者指名審査委員会  

 ①技術資料の審査  

 ②指名業者の選定  

 

※指名及び非指名の通知（閲覧開始）  

 

 

※非指名理由の説明要求  

 

※非指名理由の説明要求に対する回答  

 

※入札の実施  

 

 注）上記日数は標準的であり、休日を含まない。  

 

７
日
～ 

日 

 

 

10

日  

 

 

10

日  

 

14 

※技術資料提出業者 

 ①同種工事の施工実績 

 ②配置予定技術者（主任技術

者、監理技術者等）の資格、

工事経験、継続雇用 

 ③技術者の保有状況 

 ④優良建設工事施工者表彰等 

 

 ⑤ＪＶに係る入札参加資格確

認書類 

※建設業者の指名審査委員会 

 ①技術資料の評価 

 ②審査表（案）の作成 


